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調停申請書記載要領（男女雇用機会均等法）

⑴　調停の申請は、調停申請書に必要事項を記入の上、労働者に係る事業場の所在地を管轄する都道府県労働局長（雇

用均等室経由）あて提出してください。

　　申請書の提出は原則として申請人本人が来局して行うことが望ましいものですが、郵送、電子申請等による提出で

も受け付けます。

　　なお、申請書の提出が来局して行われなかった場合は、申請人本人に来局を求め、事実確認を行うことがあります。

⑵　申請書に記載すべき内容及び注意事項は、次のとおりです。

　①　労働者の氏名、住所等

　当該調停の申請に係る労働者の氏名、住所等を記載すること。

　なお、複数の労働者が事業主の同一の措置について申請を行う場合は、１葉の申請書の本欄に連名で記載すれば

足りるものであること。

　②　事業主の氏名、住所等

　当該調停の申請に係る事業主の氏名（法人にあってはその名称）、住所、代表者の職・氏名等を記載すること。

　また、当該調停の申請に係る労働者が勤務する事業場の名称及び所在地が事業主の名称及び住所と異なる場合に

は、※欄内に当該事業場の名称及び所在地についても記載すること。

　③　調停を求める事項及びその理由

　調停を求める事項については、紛争の解決のため希望する措置を、その理由については、紛争の原因となった事

業主の措置（不作為を含む）の法違反であると争われている点を正確に記載すること（様式で足りない場合は別紙

を添付することも可）。

　なお、１人の労働者が事業主の複数の措置について申請を行う場合又、事業主が１人の労働者に対し複数の措置

について申請を行う場合は、１葉の申請書の本欄に併記すれば足りるものであること。

　④　紛争の経過

　紛争に関する措置の内容によって、下記の年月日、並びに他の関係当事者の見解及び企業内苦情処理機関等での

取扱い状況等を詳しく記載すること（様式で足りない場合は別紙を添付することも可）。

 ・禁止規定に係る紛争については、当該紛争に係る事業主の措置が行われた日（継続する行為の場合は、当該行為

が終了した日）

 ・セクシュアルハラスメントの措置義務に係る紛争のうち、指針３（３）イからハまでに関する紛争については、

セクシュアルハラスメントが行われた日（継続する行為の場合は、当該行為が終了した日）

 ・セクシュアルハラスメントの措置義務に係る紛争のうち、指針３（４）イ及びロに関する紛争については、プラ

イバシーが保護されなかった日又は不利益取扱いが行われた日（継続する行為の場合は、当該行為が終了した日）

 ・母性健康管理の措置義務に係る紛争については、女性労働者からの申出に対し事業主が必要な措置を講じなかっ

た日

　⑤　その他参考となる事項

　当該紛争について確定判決が出されているか否か、起訴手続き又は調停以外の裁判外紛争処理手続きが進行して

いるか否か、当該事業主の措置又はそれ以外の事由で集団的労使紛争が起こっているか否か、又、企業の雇用管理

がこれまでどのように行われてきたか等の情報を記載すること。

　⑥　申請人の記名

　双方申請の場合は双方の、一方申請の場合は一方の関係当事者の記名を行うこと。

⑶　事業主は、労働者が調停申請したことを理由として、当該労働者に対して解雇その他不利益な取扱いをしてはなら

ないとされています。

　　　　※　調停を求める事項が男女雇用機会均等法、育児・介護休業法、パートタイム労働法の複数の法律に

　　　　　　関係する場合であっても、１葉の申請書を提出すれば足ります。
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調停申請書記載要領（育児・介護休業法）

⑴　調停の申請は、調停申請書に必要事項を記入の上、労働者に係る事業所の所在地を管轄する都道府県労働局長（雇

用均等室経由）あて提出してください。

　　申請書の提出は原則として申請人本人が来局して行うことが望ましいものですが、郵送、電子申請等による提出

でも受け付けます。

　　なお、申請書の提出が来局して行われなかった場合は、申請人本人に来局を求め、事実確認を行うことがあります。

⑵　申請書に記載すべき内容及び注意事項は、次のとおりです。

　①　労働者の氏名、住所等

　当該調停の申請に係る労働者の氏名、住所等を記載すること。

　なお、複数の労働者が事業主の同一の措置について申請を行う場合は、１葉の申請書の本欄に連名で記載すれ

ば足りるものであること。

　②　事業主の氏名、住所等

　当該調停の申請に係る事業主の氏名（法人にあってはその名称）、住所、代表者の職・氏名等を記載すること。

　また、当該調停の申請に係る労働者が勤務する事業所の名称及び所在地が事業主の名称及び住所と異なる場合

には、※欄内に当該事業所の名称及び所在地についても記載すること。

　 ③　調停を求める事項及びその理由

　調停を求める事項については、紛争の解決のため希望する措置を、その理由については、紛争の原因となった

事業主の措置（不作為を含む）の法違反であると争われている点を正確に記載すること（様式で足りない場合は

別紙を添付することも可）。

　なお、１人の労働者が事業主の複数の措置について申請を行う場合又、事業主が１人の労働者に対し複数の措

置について申請を行う場合は、１葉の申請書の本欄に併記すれば足りるものであること。

　④　紛争の経過

　紛争に関する措置の内容によって、当該紛争に係る事業主の措置が行われた年月日（継続する行為の場合は、

当該行為が終了した年月日）、並びに他の関係当事者の見解及び企業内苦情処理機関等での取扱い状況等を詳し

く記載すること（様式で足りない場合は別紙を添付することも可）。

　⑤　その他参考となる事項

　当該紛争について確定判決が出されているか否か、起訴手続き又は調停以外の裁判外紛争処理手続きが進行し

ているか否か、当該事業主の措置又はそれ以外の事由で集団的労使紛争が起こっているか否か、又、企業の雇用

管理がこれまでどのように行われてきたか等の情報を記載すること。

　⑥　申請人の記名

　　　双方申請の場合は双方の、一方申請の場合は一方の関係当事者の記名を行うこと。

⑶　事業主は、労働者が調停申請したことを理由として、当該労働者に対して解雇その他不利益な取扱いをしてはな

らないとされています。

　　　　※　調停を求める事項が男女雇用機会均等法、育児・介護休業法、パートタイム労働法の複数の法律に

　　　　　　関係する場合であっても、１葉の申請書を提出すれば足ります。
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調停申請書記載要領（パートタイム労働法）

⑴　調停の申請は、調停申請書に必要事項を記入の上、紛争の当事者である短時間労働者に係る事業所の所在地を管

轄する都道府県労働局長（雇用均等室経由）あて提出してください。

　　申請書の提出は原則として申請人本人が来局して行うことが望ましいものですが、郵送、電子申請等による提出

でも受け付けます。

　　なお、申請書の提出が来局して行われなかった場合は、申請人本人に来局を求め、事実確認を行うことがあります。

⑵　申請書に記載すべき内容及び注意事項は、次のとおりです。

　①　短時間労働者の氏名、住所等

　当該調停の申請に係る短時間労働者の氏名、住所等を記載すること。

　なお、複数の短時間労働者が事業主の同一の措置について申請を行う場合は、１葉の申請書の本欄に連名で記

載すれば足りるものであること。

　②　事業主の氏名、住所等

　当該調停の申請に係る事業主の氏名（法人にあってはその名称）、住所、代表者の職・氏名等を記載すること。

　また、当該調停の申請に係る短時間労働者が勤務する事業所の名称及び所在地が事業主の名称及び住所と異な

る場合には、※欄内に当該事業所の名称及び所在地についても記載すること。

　③　調停を求める事項及びその理由

　調停を求める事項については、紛争の解決のため希望する措置を、その理由については、紛争の原因となった

事業主の措置（不作為を含む）が法的に問題であると争われている点を正確に記載すること（様式で足りない場

合は別紙を添付することも可）。

　なお、１人の短時間労働者が事業主の複数の措置について申請を行う場合又、事業主が１人の短時間労働者に

対し複数の措置について申請を行う場合は、１葉の申請書の本欄に併記すれば足りるものであること。

　④　紛争の経過

　紛争に関する措置の内容によって、紛争にかかる経緯（時系列）、被申請人に対して苦情を述べた時期及び企

業内苦情処理機関等での取扱い状況等について詳しく記載すること（様式で足りない場合は別紙を添付すること

も可）。

　⑤　その他参考となる事項

　当該紛争について確定判決が出されているか否か、訴訟手続又は調停以外の裁判外紛争処理手続が進行してい

るか否か、当該事業主の措置又はそれ以外の事由で集団的労使紛争が起こっているか否か、又、企業の雇用管理

がこれまでどのように行われてきたか等の情報を記載すること。

　⑥　申請人の記名

　双方申請の場合は双方の、一方申請の場合は一方の関係当事者の記名押印を行うこと。ただし、短時間労働者

が申請を行う場合は自筆による署名でもかまわないこと。

⑶　事業主は、短時間労働者が調停申請をしたことを理由として、当該短時間労働者に対して解雇その他不利益な取

扱いをしてはならないこととされています。

　　　　※　調停を求める事項が男女雇用機会均等法、育児・介護休業法、パートタイム労働法の複数の法律に

　　　　　　関係する場合であっても、１葉の申請書を提出すれば足ります。
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●苦情の自主的解決（第１５条）

●労働局長による紛争解決の援助（助言、指導、勧告）

第１７条（紛争の解決の援助）　都道府県労働局長は、前条に規定する紛争に関し、当該紛争の当事者の双

方又は一方からその解決につき援助を求められた場合には、当該紛争の当事者に対し、必要な助言、指導

又は勧告をすることができる。

２（不利益取扱いの禁止）　事業主は、労働者が前項の援助を求めたことを理由として、当該労働者に対し

て解雇その他不利益な取扱いをしてはならない。

●機会均等調停会議による調停

第１８条（調停の委任）　都道府県労働局長は、第１６条に規定する紛争（労働者の募集及び採用について

の紛争を除く。）について、当該紛争の当事者（以下「関係当事者」という。）の双方又は一方から調停の

申請があった場合において当該紛争の解決のために必要があると認めるときは、個別労働関係紛争の解決

の促進に関する法律第６条第１項の紛争調整委員会（以下「委員会」という。）に調停を行わせるものと

する。

　２（不利益取扱いの禁止）　前条第２項の規定は、労働者が前項の申請をした場合について準用する。

第１９条（調停）　前条第１項の規定に基づく調停（以下この節において「調停」という。）は、３人の調停

委員が行う。

第２０条（関係当事者の意見の聴取）　委員会は、調停のため必要があると認めるときは、関係当事者の出

頭を求め、その意見を聴くことができる。

２　委員会は、第１１条第１項に定める事項についての労働者と事業主との間の紛争に係る調停のため必要

があると認め、かつ、関係当事者の双方の同意があるときは、関係当事者のほか、当該事件に係る職場に

おいて性的な言動を行ったとされる者の出頭を求め、その意見を聴くことができる。

第２１条　委員会は、関係当事者からの申立てに基づき必要があると認めるときは、当該委員会が置かれる

都道府県労働局の管轄区域内の主要な労働者団体又は事業主団体が指名する関係労働者を代表する者又は

関係事業主を代表する者から当該事件につき意見を聴くものとする。

第２２条（調停案の作成・受諾勧告）　委員会は、調停案を作成し、関係当事者に対しその受諾を勧告する

ことができる。

第２３条（調停の打ち切り）　委員会は、調停に係る紛争について調停による解決の見込みがないと認める

ときは、調停を打ち切ることができる。

２　委員会は、前項の規定により調停を打ち切ったときは、その旨を関係当事者に通知しなければならない。

　第２４条（時効の中断）

　第２５条（訴訟手続の中止）

　第２６条（資料提供の要求等）

　第２７条（厚生労働省令への委任）

※第１７条の「前条に規定する紛争」及び第１８条の「第１６条に規定する紛争」とは、次の事項に関する紛

争です。

　○募集・採用、配置（業務の配分及び権限の付与を含む。）・昇進・降格・教育訓練、一定の範囲の福利厚生、

職種・雇用形態の変更、退職勧奨・定年・解雇・労働契約の更新に関する差別的取扱い

　○一定の範囲の間接差別

　○婚姻、妊娠、出産等を理由とする不利益取扱い

　○セクシュアルハラスメント

　○母性健康管理

紛争解決の援助および調停にかかる各法のポイント（条文）

男女雇用機会均等法
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●苦情の自主的解決（第５２条の２）

●労働局長による紛争解決の援助（助言、指導、勧告）

第５２条の４（紛争の解決の援助）　都道府県労働局長は、前条に規定する紛争に関し、当該紛争の当事者

の双方又は一方からその解決につき援助を求められた場合には、当該紛争の当事者に対し、必要な助言、

指導又は勧告をすることができる。

２（不利益取扱いの禁止）　事業主は、労働者が前項の援助を求めたことを理由として、当該労働者に対し

て解雇その他不利益な取扱いをしてはならない。

●両立支援調停会議による調停

第５２条の５（調停の委任）　都道府県労働局長は、第５２条の３に規定する紛争について、当該紛争の当

事者の双方又は一方から調停の申請があった場合において当該紛争の解決のために必要があると認めると

きは、個別労働関係紛争の解決の促進に関する法律第６条第１項の紛争調整委員会に調停を行わせるもの

とする。

２（不利益取扱いの禁止）　前条第２項の規定は、労働者が前項の申請をした場合について準用する。

第５２条の６において準用する男女雇用機会均等法第１９条（調停）　前条第１項の規定に基づく調停（以

下この節において「調停」という。）は、３人の調停委員が行う。

第５２条の６において準用する男女雇用機会均等法第２０条第１項（関係当事者の意見の聴取）　委員会は、

調停のため必要があると認めるときは、関係当事者又は関係当事者と同一の事業所に雇用される労働者そ

の他の参考人の出頭を求め、その意見を聴くことができる。

第５２条の６において準用する男女雇用機会均等法第２１条　委員会は、関係当事者からの申立てに基づき

必要があると認めるときは、当該委員会が置かれる都道府県労働局の管轄区域内の主要な労働者団体又は

事業主団体が指名する関係労働者を代表する者又は関係事業主を代表する者から当該事件につき意見を聴

くものとする。

第５２条の６において準用する男女雇用機会均等法第２２条（調停案の作成・受諾勧告）　委員会は、調停

案を作成し、関係当事者に対しその受諾を勧告することができる。

第５２条の６において準用する男女雇用機会均等法第２３条（調停の打ち切り）　委員会は、調停に係る紛

争について調停による解決の見込みがないと認めるときは、調停を打ち切ることができる。

２　委員会は、前項の規定により調停を打ち切ったときは、その旨を関係当事者に通知しなければならない。

　第５２条の６において準用する男女雇用機会均等法第２４条（時効の中断）

　第５２条の６において準用する男女雇用機会均等法第２５条（訴訟手続の中止）

　第５２条の６において準用する男女雇用機会均等法第２６条（資料提供の要求等）

　第５９条（厚生労働省令への委任）

※第５２条の４の「前条に規定する紛争」及び第５２条の５の「第５２条の３に規定する紛争」とは、次の事

項に関する紛争です。

○育児休業制度　　　○介護休業制度　　　○子の看護休暇制度　　　○介護休暇制度

○育児のための所定外労働の制限　　　　　○時間外労働の制限、深夜業の制限

○育児のための所定労働時間の短縮措置　　○介護のための短時間勤務制度等の措置

○育児休業等を理由とする不利益取扱い　　○労働者の配置に関する配慮

育児・介護休業法
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●苦情の自主的解決（第１９条）

●労働局長による紛争解決の援助（助言、指導、勧告）

第２１条（紛争の解決の援助）　都道府県労働局長は、前条に規定する紛争に関し、当該紛争の当事者の双

方又は一方からその解決につき援助を求められた場合には、当該紛争の当事者に対し、必要な助言、指導

又は勧告をすることができる。

２（不利益取扱いの禁止）　事業主は、短時間労働者が前項の援助を求めたことを理由として、当該短時間

労働者に対して解雇その他不利益な取扱いをしてはならない。

●均衡待遇調停会議による調停

第２２条（調停の委任）　都道府県労働局長は、第２０条に規定する紛争について、当該紛争の当事者の双

方又は一方から調停の申請があった場合において当該紛争の解決のために必要があると認めるときは、個

別労働関係紛争の解決の促進に関する法律第６条第１項の紛争調整委員会に調停を行わせるものとする。

２（不利益取扱いの禁止）　前条第２項の規定は、労働者が前項の申請をした場合について準用する。

第２３条において準用する均等法第１９条（調停）　前条第１項の規定に基づく調停（以下この節において「調

停」という。）は、３人の調停委員が行う。

第２３条において準用する均等法第２０条第１項（関係当事者の意見聴取）　委員会は、調停のため必要が

あると認めるときは、関係当事者又は関係当事者と同一の事業所に雇用される労働者その他の参考人の出

頭を求め、その意見を聴くことができる。

第２３条において準用する均等法第２１条　委員会は、関係当事者からの申立てに基づき必要があると認め

るときは、当該委員会が置かれる都道府県労働局の管轄区域内の主要な労働者団体又は事業主団体が指名

する関係労動者を代表する者又は関係事業主を代表する者から当該事件につき意見を聴くものとする。

第２３条において準用する均等法第２２条（調停案の作成・受諾勧告）　委員会は、調停案を作成し、関係

当事者に対しその受諾を勧告することができる。

第２３条において準用する均等法第２３条（調停の打ち切り）　委員会は、調停に係る紛争について調停に

よる解決の見込みがないと認めるときは、調停を打ち切ることができる。

２　委員会は、前項の規定により調停を打ち切ったときは、その旨を関係当事者に通知しなければならない。

　第２３条において準用する均等法第２４条（時効の中断）

　第２３条において準用する均等法第２５条（訴訟手続の中止）

　第２３条において準用する均等法第２６条（資料提供の要求等）

　第２４条（厚生労働省令への委任）

※第２１条の「前条に規定する紛争」及び第２２条の「第２０条に規定する紛争」とは、次の事項に関する紛

争です。

　○　昇給、退職手当および賞与の有無についての労働条件の文書交付等による明示

　○　待遇の差別的取扱い禁止

　○　職務の遂行に必要な教育訓練の実施

　○　福利厚生施設の利用の機会の配慮

　○　通常の労働者への転換を推進するための措置

　○　待遇の決定に当たって考慮した事項の説明

パートタイム労働法

◆　改正パートタイム労働法施行後の平成２７年４月１日からは ･･･

　改正後のパートタイム労働法が規定する紛争とは、次の事項に関する紛争です。（※下線部分が追加されます）

○昇給、退職手当および賞与の有無、相談窓口についての労働条件の文書交付などによる明示

○通常の労働者と同視すべきパートタイム労働者に対する差別的取扱い

○職務の遂行に必要な教育訓練の実施

○福利厚生施設の利用の機会の配慮

○通常の労働者への転換を推進するための措置

○雇入れ時の雇用管理の改善措置の内容（賃金制度の内容等）の説明、待遇の決定に当たって考慮した事項の説明

※　改正後のパートタイム労働法の条文については、

　　パート労働ポータルサイト（http://part-tanjikan.mhlw.go.jp/）をご覧ください。
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